
猟銃等は、社会的有用性を有する一方で、殺傷用具としての機能を有し、
犯罪に悪用される恐れがあります。

そのため、申請者が猟銃等を所持した場合に自他に危害を及ぼす恐れがな
いか客観的に判断するために、申請者自身のみならず、申請者の家族や親族、
近隣住民等から申請者について聴取を行っています。

令和８年８月１日から猟銃等所持許可のための
面接調査が見直されました

・来署前に、一部申請に必要な書類を作成することが可能になりました。

様式第２号 申告書（自己申告用）

様式第４号 あなたをよく知る方に関する申告書

その他

・来署前に必要書類を作成することで、警察署での手続時間の短縮を図ります。

・面接調査の実施人数を見直し、最低限の聴取人数が４名になりました。

・追加で面接調査する必要があると判断された場合は、最低限の聴取人数である４名
以上に調査を行うことがあります。

申請する申請者の情報、銃種、用途や使用実績等を記載します。

・直筆でなくても、パソコン等で作成することも可能ですが、不要に様式の改変を
しないでください。

申請者に関するお話を聞かせていただく方の氏名や関係性等を記載します。

・様式第２号は、申請する銃ごとに作成が必要となります。

・担当者が不在や別の方の申請に対応している場合がありますので、申請にお越しいただく
前に警察署に連絡をして来署時間を調整していただくと待ち時間が少なくスムーズです。

調査の目的

変更点

変更の趣旨

様式は山梨県警ホームページに掲載していますのでご確認ください。
不明な点は、最寄りの警察署又は山梨県警察本部保安課まで
お問い合わせください。
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